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ᶗɽ͸͡Ίʹ

　ダイバーシティとは「ଟ༷性」のことである。ダイバーシティの考えは、ۙ年、ٸ଎に

֤企業にਁಁしてきた。女性の職業生活における活躍の推進にؔする法཯（以Լ「女性活

躍推進法」という。）の制定、障がい者の法定雇用率の引き上げ、高齢者の雇用֬อとい

う法ن制と企業の社会ݙߩ、ॊೈなࢥ考による৽঎඼の開発など、༷ʑなଐ性や考えを࣋

つै業員のೳྗ発شがٻめられている。

　女性の活躍推進については、গࢠ高齢Խのதで労働ྗの֬อ、ফඅ者のᅂ޷มԽ΁のର

Ԡなど、そのೳྗを༗ޮに活用しなければ企業のҡ࣋・発展が๬めなくなってきた。Ճえ

て2016年̐月に施ߦされた女性活躍推進法によって、֤企業は女性活躍をੵۃ的に推進し

ᶗɽは͡めに
ᶘɽYKK AP 社の֓ཁ
ᶙɽYKK AP 社のダイバーシティ施策
ᶚɽYKK AP 社の課題とߋなる向上にΉけて
ᶛɽおΘりに
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なければならなくなっている。

　日本の障がい者は໿860ສ人１おり、その人ʑが、ࣗらの将来を考え、働き、ཱࣗする

ことは、本人のみならず、そのՈ଒、社会にとってॏཁである。企業の社会ݙߩのҰ؏と

しての雇用ଅ進、活躍の৔のఏڙはۓ٤の課題となっている。そのため੓෎の施策として

法定雇用率の引き上げ２によって࠾用数を૿やし、その活躍の৔をଟ数ఏڙしようとして

いる。

　令和３年̐月から「高年齢者౳の雇用の҆定౳にؔする法཯」（以Լ「高年齢者雇用҆

定法」という。）のҰ部がվਖ਼され、70ࡀまでのब業ػ会の֬อについて、ଟ༷なબ୒ࢶ

を法制度上੔え、企業にはいずれかのા置を制度Խする౒ྗٛ務が課ͤられることになっ

た。厚生労働省「令和元年高年齢者の雇用状況」によれば65ࡀまで雇用֬อા置のある企

業は99.8ˋとなっており、65ࡀまでの雇用はҰൠԽしてきているが、さらに70ࡀまでの高

齢者の活躍推進が企業として大きな課題となってきている。

　このような社会৘੎のมԽに的֬にରԠするために、֤企業はダイバーシティの施策を

的に展開しなければならなくなった。ダイバーシティについては、ۙ年ଟくの研究がۃੵ

なされているが、企業がその実態をす΂て公දしているΘけではないため、े෼研究が進

Μでいるとまではݴい೉い。

　そこで本稿では、人的؅ݯࢿ理のࢹ点から、「ै業員のଟ༷性を認め、企業経営に活か

していく」ため、「女性」、「障がい者」、「高齢者」などશてのै業員が、ଟ༷な考えを発

動し、それによって企業のҡ࣋・発展に寄与さͤるために、実企業でのダイバーߦ、しݴ

シティ施策の実態を၆ᛌし、課題をఏىすることとした。

　実企業が༷ʑな課題にରԠするためにどのような施策を展開しているか、ある΂き施策

とはどのようなものなのかを調査し、今後のダイバーシティ施策のあり方のҰॿにしても

らえればと考えている。

　そこで、YKK AP 株式会社のダイバーシティ施策を֓؍し、その内容と課題、ߋなる

向上に向けてԿが必ཁかをまとめることとした。

ᶘɽ:,,�"1 ࣾͷ֓ཁ

　YKK AP 株式会社（以Լ「ಉ社」という。）は1957年૑業の企業である。ಉ社は1934年

૑業の੡଄業である YKK 株式会社の׬શࢠ会社である。

１ 厚生労働省（2017）「障害者雇用の現状と課題」、p.2。
２ ฏ成25年以߱2.0ˋだったものが、ฏ成30年より2.2ˋに、令和３年から2.3ˋとなる。

��

ダイバーシティの実践的研究（井上仁志・神谷篤史）

　YKK 株式会社は現在70かࠃ以上にւ֎展開しているάϩーバϧ企業であり、ച上高の

໿70ˋはւ֎の現஍法人のものである。

　Ұ方、ಉ社のച上の໿84ˋは日本ࠃ内のものであり、事業構଄はશくҟなっている。

　ಉ社の੡଄඼目はॅ୐用建ࡐ、Ϗϧ用建ࡐ、エΫステリア建ࡐなどがத心であり、その

750
内ച上高は໿3ࠃԯԁである。ै業員数はࠃ内で໿12
300໊を༴し、2020年̐月現在で

໿200かॴのࠃ内営業ڌ点と24かॴの੡଄ڌ点がある３。

　ै業員数を考ྀすると、女性の活躍推進、障がい者雇用ଅ進、高齢者の活躍のશての施

策を検౼することがՄೳであり、営業ڌ点と੡଄ڌ点のଟさから、ダイバーシティ施策と

企業内の人的؅ݯࢿ理の内容をൺֱ検౼するには、࠷దな企業であると൑அし、ྗڠをཁ

੥することとした。

ᶙɽ:,,�"1 ࣾͷμΠόʔγςΟࡦࢪ

　ಉ社のダイバーシティ施策は、大きく෼けて女性、障がい者、高齢者のΧテΰリーに෼

けられる。

　਌会社である YKK 株式会社では、2012年「働き方มֵ΁の௅ઓϓϩδΣΫτ」が࢝動

した。ಉϓϩδΣΫτは、YKK 株式会社、ಉ社をؚめたάϧーϓ会社શମで推進してい

るϓϩδΣΫτであり、現在も実施されている。

　きっかけは、࿝齢厚生年ۚの65څࢧࡀ開࢝が੓෎でܾ定されたことによる。これをػに

άϧーϓ会社શମで働き方ࣗମをݟ௚す΂きという経営τοϓの൑அにより、女性の活躍、

障がい者の職Ҭ֦大、ै 業員のキャリアࢧԉ、高齢者の働き方のվળ、ૣ 期ୀ職によるキャ

リアαϙーτ、݈؅߁理ࢧԉ、公ਖ਼な人事ධՁ制度運用などについて、άϧーϓ会社શମ

で検౼され、施策が展開されてきた。

　ಉ社は、ै来உ性த心の会社で、໾員はもとより、؅理職の女性ൺ率は΄΅θϩであっ

た。まさに、日本の੡଄業のಛ௃的な傾向を示していた。ಉ社の制度にそのࢥ૝が൓өさ

れており、ྫえば、഑ۮ者、ࢠ、਌というැཆՈ଒にରする手౰は今も࢒っている。

　障がい者の雇用ଅ進については、ै来から障がい者をಛผѻいしないという考え方に

よって、Ұ定の雇用数を֬อしてきている。ۙ年は、障がい者࠾用の࿮を意ਤ的に設定す

ること、現৔の意識վֵڭ育などによって、さらに഑ଐする職৔の֦大をਤってきている。

　高齢者の活用にؔしては、現在の定年年齢は64ࡀで、࠶雇用制度によって65ࡀまで雇用

は֬อされている。さらに今後に向けた施策も検౼されている。

３ YKK AP ᷂（2020）「YKK AP 統合報告書2020」、pp.56ô57。
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　以Լ、３Χテΰリーについて۩ମ的な施策をみていくこととする。

̍ɽঁੑͷ׆༂ਪਐ

　ಉ社のダイバーシティ施策の第１のபは、女性活躍推進である。1972年施ߦの「ۈ労්

人෱ࢱ法」が1986年に「雇用の෼໺におけるஉ女のۉ౳なػ会ٴび待۰の֬อ౳女ࢠ労働

者の෱ࢱの૿進にؔする法཯」（以Լ、「உ女雇用ػ会ۉ౳法」という。）にվめられ、す

でに34年が経աしている。さらに、2016年に「女性活躍推進法」が施ߦされ、զがࠃにお

いても、女性活躍推進にରする社会的意識が高まってきた。

　2010年୅後൒からの経ࡁ状況のվળによって、あらΏる業քで人手ෆ଍感がग़てきたこ

とと、੓෎の2020年までに女性の؅理職のׂ合を30ˋにするという目ඪをडけ、女性労働

者の活用に࠶びয点があてられるようになってきた。

　ಉ社においても、前ड़の影響をগなからずडけ、2012年からಉ社で女性活躍推進が経営

課題として取り上げられるようになった。

（１）活躍推進施策

　女性活躍推進の取り૊みの開࢝については、前ड़の௨り2012年の「働き方มֵ΁の௅ઓ

ϓϩδΣΫτ」が発୺である。2012年にಉ社はダイバーシティ施策をཱҊ実ߦするために、

人事部内にダイバーシティ推進ࣨが設置され、ࣨ長は社内の公ืによりબग़された。

　2013年からは、女性؅理職ొ用の数஋目ඪを設定し、ຖ年数໊から10໊ఔ度の女性؅理

職を஀生さͤ、2020年には女性؅理職を130໊にすることを目ඪにした。

　2014年に女性の؅理職数を૿やすことを目的とし、キャリア開発ࢧԉϓϩάϥϜが開࢝

された。શࠃから、؅理職としてのొ用が期待される女性を上࢘が推નし、推નされた女

性؅理職ީิ者にॏ点的に研मがߦΘれた。また、メンλー制度をಋೖし、女性؅理職と

してのキャリアύスの設定、؅理職としてのৼ෣い方、部Լのࢦಋ・育成方法などの೰み

を௚઀のධՁ者でない૬ஊ者に૬ஊできるようにした。

　さらに、ಉ年から、৽೚؅理職研मも実施し、؅理職として期待される໾ׂ、஌ってお

く΂き஌識෇与などをθϛφーϧ形式でߦっている。これは、女性؅理職にݶって実施さ

れているものではないが、໌らかに女性؅理職ొ用者΁のෆ҆解ফが目的となっている。

　これらಉ社のダイバーシティにରする取૊みは、2019年日経 WOMAN の「女性が活ࢽ

躍する会社 B&45100」に取り上げられ、「ダイバーシティ部門」で̐Ґとなっている̐。

̐ 「ダイバーシティ部門」とは、女性が長く活躍できるようϫーΫϥイϑバϥンス施策やཱ྆ࢧԉ制度֦
ॆなどのαϙーτମ制をॆ実さͤている企業の部門である。

�1

ダイバーシティの実践的研究（井上仁志・神谷篤史）

ग़ॴ：「日経 WOMAN」2019年６月号。

ਤද̍ɹ����೥ঁੑ͕׆༂͢Δձࣾ#&45���ɹμΠόʔγςΟ෦໳

ԉ策ࢧཱ྆（２）

　ಉ社では、育児・հޢ休業制度も΄΅ຖ年のようにվ定され、働く女性にରし、かなり

手厚いものとなっている。2019年度の女性の育児休業取ಘ率は99.0ˋ、உ性の育児休業取

ಘ率も49.2ˋである̑。ಉ社では、やΉをಘない৔合は育児休業をࢠどもの３ࡀの஀生日

まで取ಘがՄೳである。

　育児୹時ؒۈ務制度は࠷長、ڙࢠが小学３ߍ年生まで、育児時差ۈ務制度は࠷長、ڙࢠ

が小学６ߍ年生までར用できる６。また、ࣦޮした年࣍༗څ休Ջについても、40日までஷ

஝でき、それをࢠどもをޢ؃する৔合にར用することができる。このような制度を育児や

հޢにؔするن定をಡまなくてもશै業員が活用できるようにΨイυϒοΫ形式にして෼

かりやすくࡌܝし、ै業員શ員に഑෍している。

̑ YKK AP ᷂（2020）「YKK AP 統合報告書2020」、p.57。உ性の育児休業取ಘ率に休業取ಘ日数は൓ө
されていない。ಉ社によればஉ性の育児休業取ಘ日数は１か月以内が΄とΜどである。

。を超えた৔合は、理༝書のఏग़が必ཁであるࡀどもが３ࢠ、まではແ৚݅でར用できるがࡀどもが３ࢠ ６
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　以Լ、３Χテΰリーについて۩ମ的な施策をみていくこととする。

̍ɽঁੑͷ׆༂ਪਐ

　ಉ社のダイバーシティ施策の第１のபは、女性活躍推進である。1972年施ߦの「ۈ労්

人෱ࢱ法」が1986年に「雇用の෼໺におけるஉ女のۉ౳なػ会ٴび待۰の֬อ౳女ࢠ労働

者の෱ࢱの૿進にؔする法཯」（以Լ、「உ女雇用ػ会ۉ౳法」という。）にվめられ、す

でに34年が経աしている。さらに、2016年に「女性活躍推進法」が施ߦされ、զがࠃにお

いても、女性活躍推進にରする社会的意識が高まってきた。

　2010年୅後൒からの経ࡁ状況のվળによって、あらΏる業քで人手ෆ଍感がग़てきたこ

とと、੓෎の2020年までに女性の؅理職のׂ合を30ˋにするという目ඪをडけ、女性労働

者の活用に࠶びয点があてられるようになってきた。

　ಉ社においても、前ड़の影響をগなからずडけ、2012年からಉ社で女性活躍推進が経営

課題として取り上げられるようになった。

（１）活躍推進施策

　女性活躍推進の取り૊みの開࢝については、前ड़の௨り2012年の「働き方มֵ΁の௅ઓ

ϓϩδΣΫτ」が発୺である。2012年にಉ社はダイバーシティ施策をཱҊ実ߦするために、

人事部内にダイバーシティ推進ࣨが設置され、ࣨ長は社内の公ืによりબग़された。

　2013年からは、女性؅理職ొ用の数஋目ඪを設定し、ຖ年数໊から10໊ఔ度の女性؅理

職を஀生さͤ、2020年には女性؅理職を130໊にすることを目ඪにした。

　2014年に女性の؅理職数を૿やすことを目的とし、キャリア開発ࢧԉϓϩάϥϜが開࢝

された。શࠃから、؅理職としてのొ用が期待される女性を上࢘が推નし、推નされた女

性؅理職ީิ者にॏ点的に研मがߦΘれた。また、メンλー制度をಋೖし、女性؅理職と

してのキャリアύスの設定、؅理職としてのৼ෣い方、部Լのࢦಋ・育成方法などの೰み

を௚઀のධՁ者でない૬ஊ者に૬ஊできるようにした。

　さらに、ಉ年から、৽೚؅理職研मも実施し、؅理職として期待される໾ׂ、஌ってお

く΂き஌識෇与などをθϛφーϧ形式でߦっている。これは、女性؅理職にݶって実施さ

れているものではないが、໌らかに女性؅理職ొ用者΁のෆ҆解ফが目的となっている。

　これらಉ社のダイバーシティにରする取૊みは、2019年日経 WOMAN の「女性が活ࢽ

躍する会社 B&45100」に取り上げられ、「ダイバーシティ部門」で̐Ґとなっている̐。

̐ 「ダイバーシティ部門」とは、女性が長く活躍できるようϫーΫϥイϑバϥンス施策やཱ྆ࢧԉ制度֦
ॆなどのαϙーτମ制をॆ実さͤている企業の部門である。

�1

ダイバーシティの実践的研究（井上仁志・神谷篤史）

ग़ॴ：「日経 WOMAN」2019年６月号。

ਤද̍ɹ����೥ঁੑ͕׆༂͢Δձࣾ#&45���ɹμΠόʔγςΟ෦໳

ԉ策ࢧཱ྆（２）

　ಉ社では、育児・հޢ休業制度も΄΅ຖ年のようにվ定され、働く女性にରし、かなり

手厚いものとなっている。2019年度の女性の育児休業取ಘ率は99.0ˋ、உ性の育児休業取

ಘ率も49.2ˋである̑。ಉ社では、やΉをಘない৔合は育児休業をࢠどもの３ࡀの஀生日

まで取ಘがՄೳである。

　育児୹時ؒۈ務制度は࠷長、ڙࢠが小学３ߍ年生まで、育児時差ۈ務制度は࠷長、ڙࢠ

が小学６ߍ年生までར用できる６。また、ࣦޮした年࣍༗څ休Ջについても、40日までஷ

஝でき、それをࢠどもをޢ؃する৔合にར用することができる。このような制度を育児や

հޢにؔするن定をಡまなくてもશै業員が活用できるようにΨイυϒοΫ形式にして෼

かりやすくࡌܝし、ै業員શ員に഑෍している。

̑ YKK AP ᷂（2020）「YKK AP 統合報告書2020」、p.57。உ性の育児休業取ಘ率に休業取ಘ日数は൓ө
されていない。ಉ社によればஉ性の育児休業取ಘ日数は１か月以内が΄とΜどである。

。を超えた৔合は、理༝書のఏग़が必ཁであるࡀどもが３ࢠ、まではແ৚݅でར用できるがࡀどもが３ࢠ ６
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ਤද̎ɹҭࣇɾհޢΨΠυϒοΫ

ग़ॴ：「࢓事と育児のཱ྆ࢧԉϋンυϒοΫ」YKK AP 株式会社

��

ダイバーシティの実践的研究（井上仁志・神谷篤史）

ਤද̏ɹཱ྆ࢧԉ੍౓Ұཡ

ग़ॴ：「YKK άϧーϓのཱ྆ࢧԉ制度Ұཡ」YKK AP 株式会社
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ਤද̎ɹҭࣇɾհޢΨΠυϒοΫ

ग़ॴ：「࢓事と育児のཱ྆ࢧԉϋンυϒοΫ」YKK AP 株式会社

��

ダイバーシティの実践的研究（井上仁志・神谷篤史）

ਤද̏ɹཱ྆ࢧԉ੍౓Ұཡ

ग़ॴ：「YKK άϧーϓのཱ྆ࢧԉ制度Ұཡ」YKK AP 株式会社
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（３）キャリアࢧԉ

　育児休業は、࠷長ࢠが３ࡀの஀生日になるまで取ಘすることができる。これによって、

法定を上ճる期ؒ休業しࢠ育てにઐ೦することができる。ಉ社とಉن໛のଟくの会社では

法定以上の休業を与えているが、本人のキャリア形成とのؔ܎で໰題となる。ै業員を将

来த֩的な人ࡐに育成していくためには、20ࡀ୅後൒から30ࡀ୅前൒までのೖ社後のૅج

期をա͗た時期に大ྔの人的ࢿ本౤Լ̓をߦうことが࠷もޮ果的である。この時期の人的

本౤Լྔのෆ଍が、女性؅理職率の௿さにつながっていると考えられる。女性のϥイϑࢿ

イϕンτのத心となるग़産・育児期が、まさにこの࠷もॏཁと考えられる時期に౸来し、

੬ऑなอ育ߦ੓と性ผ໾ׂ෼業意識によって、ଟくの女性ै業員が࢓事とՈ事・育児の྆

方の੹೚を୲いながら働か͟るをಘない状況となり、キャリア形成の大きな障害となって

いる̔。

　ಉ社の制度では、産前の休業から計ࢉすると、３年以上職৔から཭れることとなる。３

年ؒのキャリアϒϥンΫについては、職৔෮ؼ後に本人のキャリア形成にগなからず影響

をٴ΅す。ಉ社では、職৔෮ؼ後スϜーζに業務ができるように育児休業取ಘ後は休業前

にॴଐしていた部ॺに෮職さͤることをݪଇとしている。しかし、現実にはຖ年のように

૊৫やମ制がมߋされ、休業前にॴଐしていた部ॺがない৔合もある。その৔合はキャリ

アస׵をٻめられることもある。ॴଐ部ॺにมߋがない৔合でも、３年もの長期཭୤は૊

৫੹೚者にとって、人員ମ制を੔えること΁の೉題をఏ示することとなり、現৔での人員

調੔を現৔長に೚ͤている現状では、෮職後のキャリア形成まで意識したରԠを࢓੾れな

い点に課題がある。このため、休職த、෮ؼ後の本人にରするキャリアࢧԉがまͪまͪと

なっているのが現状となっている。そこでಉ社では、「キャリア開発ࢧԉϓϩάϥϜ」を

制定することとした。

　しかしながら、このϓϩάϥϜは、前ड़の௨り女性の؅理職ొ用を目的としたものであ

るため、౰વࢀՃ者は女性のみである。また、ಉϓϩάϥϜ内でߦΘれる研मのҰ部につ

いて、女性活躍推進を્害するのはஉ性ै業員の意識の௿さによるものであることをڧ調

しているとこΖもଟく、必ずしも本人がࣗらのキャリアを考える内容となっていない。も

ͪΖΜ、性ผ໾ׂ෼業の考え方の影響からஉ性が長らく職৔のओಋݖをѲっていた事実は

あるが、今やஉ女がର౳に࢓事に向き合う方法を検౼することがٻめられる。この点はஉ

女ؒでのෆཁなରཱ構଄を生ΉՄೳ性があるため、ੋਖ਼される΂きであΖう̕。Ұ方、ಉ

̓ 人的ࢿ本౤Լとは、企業がै業員本人にରして職ྺ、経ݧをੵまͤる、研मをडߨさͤることである。
̔ 井上仁志（2015）「女性活躍推進に向けた雇用の現状と課題」、pp.148ô149。
̕ ಉ社では2021年度より৽ϓϩάϥϜでの女性のキャリア開発を༧定している。

��

ダイバーシティの実践的研究（井上仁志・神谷篤史）

ϓϩάϥϜが実施されてから̑年以上が経աするが、ະだに؅理職にొ用されていない女

性がଟくいる。「キャリア開発ࢧԉϓϩάϥϜ」のಋೖについてはҰ定のධՁはできるが、

ର৅者がࣗらのキャリアにޫ໌をݟग़す޻෉も必ཁと考えられる。

（̐）؅理職ొ用

　؅理職ొ用はஉ性もؚめ、かなりڱき門となっており、今やஉ性でも൒数以上は؅理職

になれずにୀ職している。2020年̐月１日現在のಉ社での؅理職数は2
004໊、શै業員

にରする؅理職ൺ率は15.9ˋとなっている。உ性؅理職数は1
908໊でશै業員にରするൺ

率は15.1ˋにରし、女性؅理職数は96໊でશै業員にରするൺ率は0.76ˋ、શ؅理職にର

する女性؅理職ൺ率は4.79ˋとなっている。

　女性の؅理職ొ用について女性活躍推進法では、ৗ時300人以上のै業員を࢖用する会

社は、女性の活躍推進状況にؔし、Ұൠ事業ओߦ動計ըのཱҊがٛ務෇けられている。ಉ

社も法཯にैって数஋目ඪをཱてている。

ਤද̐ɹঁੑ׆༂ਪਐ๏ʹͮ͘ج਺஋໨ඪ

ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成

　؅理職ొ用については、まさに、ಉ社の人事ධՁ制度の運用にかかΘるۃめてॏཁな事

߲である。ಉ社では前ड़の௨り、公ਖ਼な人事制度運用をج本的な考え方としているが、そ

の運用の公ฏ性にはෆຬを๊くै業員もଟい。ಉ社では、社員意識調査をຖ年実施してお
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（３）キャリアࢧԉ

　育児休業は、࠷長ࢠが３ࡀの஀生日になるまで取ಘすることができる。これによって、

法定を上ճる期ؒ休業しࢠ育てにઐ೦することができる。ಉ社とಉن໛のଟくの会社では

法定以上の休業を与えているが、本人のキャリア形成とのؔ܎で໰題となる。ै業員を将

来த֩的な人ࡐに育成していくためには、20ࡀ୅後൒から30ࡀ୅前൒までのೖ社後のૅج

期をա͗た時期に大ྔの人的ࢿ本౤Լ̓をߦうことが࠷もޮ果的である。この時期の人的

本౤Լྔのෆ଍が、女性؅理職率の௿さにつながっていると考えられる。女性のϥイϑࢿ

イϕンτのத心となるग़産・育児期が、まさにこの࠷もॏཁと考えられる時期に౸来し、

੬ऑなอ育ߦ੓と性ผ໾ׂ෼業意識によって、ଟくの女性ै業員が࢓事とՈ事・育児の྆

方の੹೚を୲いながら働か͟るをಘない状況となり、キャリア形成の大きな障害となって

いる̔。

　ಉ社の制度では、産前の休業から計ࢉすると、３年以上職৔から཭れることとなる。３

年ؒのキャリアϒϥンΫについては、職৔෮ؼ後に本人のキャリア形成にগなからず影響

をٴ΅す。ಉ社では、職৔෮ؼ後スϜーζに業務ができるように育児休業取ಘ後は休業前

にॴଐしていた部ॺに෮職さͤることをݪଇとしている。しかし、現実にはຖ年のように

૊৫やମ制がมߋされ、休業前にॴଐしていた部ॺがない৔合もある。その৔合はキャリ

アస׵をٻめられることもある。ॴଐ部ॺにมߋがない৔合でも、３年もの長期཭୤は૊

৫੹೚者にとって、人員ମ制を੔えること΁の೉題をఏ示することとなり、現৔での人員

調੔を現৔長に೚ͤている現状では、෮職後のキャリア形成まで意識したରԠを࢓੾れな

い点に課題がある。このため、休職த、෮ؼ後の本人にରするキャリアࢧԉがまͪまͪと

なっているのが現状となっている。そこでಉ社では、「キャリア開発ࢧԉϓϩάϥϜ」を

制定することとした。

　しかしながら、このϓϩάϥϜは、前ड़の௨り女性の؅理職ొ用を目的としたものであ

るため、౰વࢀՃ者は女性のみである。また、ಉϓϩάϥϜ内でߦΘれる研मのҰ部につ

いて、女性活躍推進を્害するのはஉ性ै業員の意識の௿さによるものであることをڧ調

しているとこΖもଟく、必ずしも本人がࣗらのキャリアを考える内容となっていない。も
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ϓϩάϥϜが実施されてから̑年以上が経աするが、ະだに؅理職にొ用されていない女

性がଟくいる。「キャリア開発ࢧԉϓϩάϥϜ」のಋೖについてはҰ定のධՁはできるが、
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　؅理職ొ用はஉ性もؚめ、かなりڱき門となっており、今やஉ性でも൒数以上は؅理職

になれずにୀ職している。2020年̐月１日現在のಉ社での؅理職数は2
004໊、શै業員

にରする؅理職ൺ率は15.9ˋとなっている。உ性؅理職数は1
908໊でશै業員にରするൺ

率は15.1ˋにରし、女性؅理職数は96໊でશै業員にରするൺ率は0.76ˋ、શ؅理職にର

する女性؅理職ൺ率は4.79ˋとなっている。

　女性の؅理職ొ用について女性活躍推進法では、ৗ時300人以上のै業員を࢖用する会
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ਤද̐ɹঁੑ׆༂ਪਐ๏ʹͮ͘ج਺஋໨ඪ

ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成

　؅理職ొ用については、まさに、ಉ社の人事ධՁ制度の運用にかかΘるۃめてॏཁな事

߲である。ಉ社では前ड़の௨り、公ਖ਼な人事制度運用をج本的な考え方としているが、そ

の運用の公ฏ性にはෆຬを๊くै業員もଟい。ಉ社では、社員意識調査をຖ年実施してお
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り、このதでもಛに人事ධՁ制度΁のෆຬ度は高い10。

̎ɽো͕͍ऀͷޏ༻ଅਐ

（１）障がい者にରする経営の意識

　現在障がい者の法定雇用率は2.2ˋで将来的には2.3ˋに引き上げられることになってい

る。ࠃの施策として「１ԯ૯活躍」がܝげられており、障がい者も労働社会においてその

ೳྗを活かͤるようにすることがૂいであるとࢥΘれる。ಉ社の障がい者雇用率は2019年

度ฏۉで2.26ˋとなっており11、法定雇用率をएׯではあるが上ճっている。しかし、ಉ社

に在੶している障がい者のଟくは、いΘΏる後発障害であり、ೖ職時には障害౳ڃに֘౰

するような障害は࣋っていなかったが、Ճ齢や࣬පにより障害౳ڃに֘౰する障害をෛっ

た者がଟい。ٯにݴえば、ಉ社ೖ職前に障害状態になり、その後ಉ社にೖ社した人数のׂ

合はগない。

　ಉ社は、障がい者にରして、職৔としての഑ྀはするがಛஈの施策は展開していない。

これは、障がい者をಛผѻいしないで݈ৗ者とಉ͡ように取りѻうという経営方਑による

ものである。これについては、ಉ社の「৿ྛ集ஂ」という考え方が大きく影響している。

「৿ྛ集ஂ」とは਌会社である YKK 株式会社の૑業者がఏএしたものである。৿ྛには、

大小の໦ʑがଘ在し、それが集まって৿ྛを形成していることはݴうまでもない。ಉ社で

は、ै業員を໦ʑにྫえ、「大໦もあれば小໦もあり、それͧれがそれͧれの໾ׂを୲っ

ているため、৿ྛにとってはそれͧれの໦ʑがॏཁである。また୆෩などのࡂ害がಥ೗会

社をऻった৔合、たとえ大໦であってもҰ本では෩で౗されてしまうが、৿ྛを形成する

ことによって大໦であっても小໦であっても౗されることがない。」という考え方である。

すなΘͪ、૬ޓにॿけ合うことによって、いかなるػةも৐りӽえることができるという

ことをදしている。ಉ社では、社内޿報ࢽをִ月で発ߦしているが、その社内޿報ࢽの題

໊はまさに「৿ྛ」である。

　ಉ社の「৿ྛ経営」の理೦によって障がい者をಛผѻいしない業務運営ମ制を構築して

いる。

10 2019年度実施のಉ社社員意識調査では、人事制度にຬ଍しているै業員のׂ合は34ˋにରし、ෆຬ଍
とճ౴したै業員のׂ合は22ˋ、どͪらともݴえないとճ౴したै業員のׂ合は42ˋとなっている。
また、ঢ߱֨運用にݶってݴえば、ຬ଍とճ౴したै業員のׂ合は27ˋ、ෆຬ଍とճ౴したै業員の
ׂ合は29ˋ、どͪらともݴえないとճ౴したै業員のׂ合は40ˋとなっている。ա３ڈ年ؒの調査
結果をݟても΄΅ಉ༷である。人事制度運用のຬ଍度は、2017年から2019年にかけて、36ˋ、34ˋ、
34ˋと௿໎をଓけている。

11 YKK AP ᷂（2020）「YKK AP 統合報告書2020」、p.57。
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（２）障がい者雇用の状況

　ಉ社在職の障がい者について、障害の部Ґ・内容のৄࡉはࢿྉఏڙがされていないため

ෆ໌であるが、ಉ社のಛผѻいしないという理೦があるため、஌的障がい者が࠾用される

ことは΄΅ない。஌的障がい者について、ಛにॏ度の஌的障がい者については、Ұൠ社員

とಉ༷の働き方を期待することは೉しいと考えられている。ಉ社ではಛஈ、஌的障がい者

を࠾用しないというϧーϧࣗମはଘ在しないが、障がい者をडけೖれる職৔にとっては、

その障がい者にରしಛஈのા置を͡ߨなければならないՄೳ性が高いことから、現৔੹೚

者としては、そのडೖれにੵۃ的ではないこともҰつのཁҼであΖう。人事୲౰者は९法

上、現৔に障害者のडけೖれにରする理解をٻめているが、現৔での障がい者डけೖれに

ରするۤ労やෛ୲をؑみると、障がい者のडೖれをڧくཁ੥することができず、現৔の意

向をडけೖれ͟るをಘない状況である。したがって、ਫ਼神障がい者の࠾用をメインに考え

͟るをಘない状況が࢕える。

　Ұ方、内ଁ࣬ױについても、ੵۃ的にडけೖれる方向性にはない。なͥなら、ಉ社は݈

者をडけೖれると、૬ର的にҩྍඅが高ֹになるからױ૊合を༗しており、内ଁ࣬ݥอ߁

である。ಉ社の݈߁อݥ૊合は今のとこΖ੺ࣈではないが、ࡒ੓状況に༨༟があるΘけで

ない。݈߁อݥ૊合の૬ର的ࢧग़を૿Ճさͤたくないため、内ଁ࣬ױによる障がい者は、

΄΅後発障がいにݶ定されている。

（３）डೖ職৔の状況

　࣍に実ࡍに障がい者をडけೖれている職৔の状況をみてみる。ಉ社ではਫ਼神障がい者に

ついては、ಛஈの഑ྀがあまり必ཁでないとड़΂たが、業務໋令や職৔でのίϛϡχέー

シϣンをਤるという点においてはそれ΄どの഑ྀが必ཁないということである。

　実ࡍには、職৔が౰֘障がい者にରし、Կらかの഑ྀをしなければ༗用なೳྗを活かす

ことはできない。日によってମ調がྑかったりѱかったりする৔合がଟく、౰વ、ମ調が

ѱい日は会社をܽۈすることもଟʑある。これはਫ਼神障がい者のಛ性上、கし方ないこと

である。

　しかし、育成ࢦಋ者や上࢘は、ܽۈස度が高いਫ਼神障がい者にରし、ೲ期のある࢓事や

੹೚を൐う࢓事をΏだͶるとೲ期内に׬成しない、あるいは٬ސや社内ؔ܎者にରし、ѱ

影響をٴ΅すՄೳ性があると考える傾向にある。そのため現৔の؅理؂ಜ者は、౰વリス

Ϋをճආするߦ動をとることとなる。これによってਫ਼神障がい者にରして、ܰ 、務ࡶ業や࡞

ೲ期؅理をしなくてもよい࢓事ばかりを୲౰さͤるようになる。このような࢓事を与えら

れたਫ਼神障がい者は上࢘や職৔શମ΁のෆ৴感を๊くようになり、ࣗ਎のଘ在が会社にର
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してྑい影響を与えていないのでないかとࢥい࢝める。それにより݈ৗ者とਫ਼神障がい者

のؒには、᫁᫟が生͡るようになり、現৔ではτϥϒϧにも発展することがある。৔合に

よっては、ਫ਼神障がい者のମ調がۃ度にѱԽし、長期཭୤やୀ職を༨ّなくされるέース

もまれではない。݈ৗ者からも、もう障がい者をडけೖれることはできないなどという੠

もগなからず聞かれる。もͪΖΜ、こういう状況にؕらない職৔もないΘけではないが、

Կらかのτϥϒϧをޓいに๊えている職৔がѹ౗的にଟい。

（̐）定ண率

　前ड़の状況のみがݪҼではないが、障がい者の定ண率向上にはಉ社もۤ労している。ಉ

社の障がい者の཭職ݪҼのଟくは、ࣗݾ౎合ୀ職、ฒびに雇用ܖ໿期ؒຬྃによるୀ職で

ある。ಉ社では障がい者を࠾用するࡍに、ࢼ用期ؒ的に༗期雇用ܖ໿とし、実業務を௨͡

て、職務਱ߦೳྗと職৔のϚονンάが֬認できた৔合に、࣍ճのܖ໿からਖ਼ैن業員と

して雇用する運用をߦっている。雇用期ؒຬྃによるୀ職は、࠾用時から雇用期ؒຬྃ時

までにおいて、職務਱ߦೳྗがҰ定Ϩϕϧにୡͤず、障がい者डೖれ部ॺから、ܧଓして

の雇用が೉しいと൑அされている৔合である。

ࡀ୅が38ˋでτοϓとなっており、࣍いで50ࡀ౎合におけるୀ職者の年齢ൺ率は30ݾࣗ　

୅が24ˋ、20ࡀ୅が14ˋとなっている。障がい者の法定雇用率の引き上げにより、障がい

者の࠾用にはੵۃ的になっている会社もあり、障がい者のస職には௥い෩がਧいているこ

とからଞ社΁Ҡるという現৅もある。࠾用してもୀ職していく障がい者が後をઈたないこ

とから、ಉ社では΄΅１年த、人事୲౰者が障がい者雇用にܞΘら͟るをಘない状況になっ

ている。

ਤද̑ɹো͕͍ऀͷ૿ݮ਺

˞දதの「Χ΢ンτ」は障害者雇用ଅ進法で雇用率を計ࢉするࡍの数஋
ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成
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ਤද̒ɹো͕͍ऀͷ૿Ճ಺༁

ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成

ਤද̓ɹো͕͍ऀͷݮগ಺༁

ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成

̏ɽऀྸߴͷ׆༂ਪਐ

　高齢者の活躍推進΁の取り૊みについても、2012年から展開している「働き方มֵ΁の

௅ઓϓϩδΣΫτ」がى点となっている。ಉ社は2000年の厚生年ۚอݥ法վਖ਼による࿝齢

厚生年ۚのڅࢧ開࢝年齢の܁りԼげが2013年から実施されるのをडけ、2012年に定年年齢

を、年ۚڅࢧ開࢝年齢に合Θͤながら60ࡀから65ࡀ΁とஈ֊的に引き上げることをܾ定し

た。この時に単に定年年齢を引き上げるだけではなく、シχア層のै業員をؚめશै業員

の働き方から必ཁ性を考えάϧーϓ会社で働き方をมֵす΂くಉϓϩδΣΫτが進ߦし

た。౰ॳは定年ࣗମをഇࢭするという意ݟもあったが、まずは定年延長を実施し、それか

ら定年ഇࢭを議論するということになった。

（１）制度の֓ཁ

　ಉ社では、2011年まで60ࡀを定年とし、65ࡀまでの定年࠶雇用制度で運用していた。࠶

雇用後の௞ۚについては、在職࿝齢年ۚ制度によって、会社からڅࢧされる௞ۚがଟけれ

ば、࿝齢厚生年ۚからのֹݮが大きくなることから、௞ۚと࿝齢厚生年ۚを合ࢉしたֹが

おおΉͶ30ສԁఔ度になるように設計されていた。さらにಉ社には企業年ۚ制度もあり、
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してྑい影響を与えていないのでないかとࢥい࢝める。それにより݈ৗ者とਫ਼神障がい者

のؒには、᫁᫟が生͡るようになり、現৔ではτϥϒϧにも発展することがある。৔合に

よっては、ਫ਼神障がい者のମ調がۃ度にѱԽし、長期཭୤やୀ職を༨ّなくされるέース

もまれではない。݈ৗ者からも、もう障がい者をडけೖれることはできないなどという੠

もগなからず聞かれる。もͪΖΜ、こういう状況にؕらない職৔もないΘけではないが、

Կらかのτϥϒϧをޓいに๊えている職৔がѹ౗的にଟい。

（̐）定ண率

　前ड़の状況のみがݪҼではないが、障がい者の定ண率向上にはಉ社もۤ労している。ಉ

社の障がい者の཭職ݪҼのଟくは、ࣗݾ౎合ୀ職、ฒびに雇用ܖ໿期ؒຬྃによるୀ職で

ある。ಉ社では障がい者を࠾用するࡍに、ࢼ用期ؒ的に༗期雇用ܖ໿とし、実業務を௨͡

て、職務਱ߦೳྗと職৔のϚονンάが֬認できた৔合に、࣍ճのܖ໿からਖ਼ैن業員と

して雇用する運用をߦっている。雇用期ؒຬྃによるୀ職は、࠾用時から雇用期ؒຬྃ時

までにおいて、職務਱ߦೳྗがҰ定Ϩϕϧにୡͤず、障がい者डೖれ部ॺから、ܧଓして

の雇用が೉しいと൑அされている৔合である。

ࡀ୅が38ˋでτοϓとなっており、࣍いで50ࡀ౎合におけるୀ職者の年齢ൺ率は30ݾࣗ　

୅が24ˋ、20ࡀ୅が14ˋとなっている。障がい者の法定雇用率の引き上げにより、障がい

者の࠾用にはੵۃ的になっている会社もあり、障がい者のస職には௥い෩がਧいているこ

とからଞ社΁Ҡるという現৅もある。࠾用してもୀ職していく障がい者が後をઈたないこ

とから、ಉ社では΄΅１年த、人事୲౰者が障がい者雇用にܞΘら͟るをಘない状況になっ

ている。

ਤද̑ɹো͕͍ऀͷ૿ݮ਺

˞දதの「Χ΢ンτ」は障害者雇用ଅ進法で雇用率を計ࢉするࡍの数஋
ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成
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ਤද̒ɹো͕͍ऀͷ૿Ճ಺༁

ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成

ਤද̓ɹো͕͍ऀͷݮগ಺༁

ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成

̏ɽऀྸߴͷ׆༂ਪਐ

　高齢者の活躍推進΁の取り૊みについても、2012年から展開している「働き方มֵ΁の

௅ઓϓϩδΣΫτ」がى点となっている。ಉ社は2000年の厚生年ۚอݥ法վਖ਼による࿝齢

厚生年ۚのڅࢧ開࢝年齢の܁りԼげが2013年から実施されるのをडけ、2012年に定年年齢

を、年ۚڅࢧ開࢝年齢に合Θͤながら60ࡀから65ࡀ΁とஈ֊的に引き上げることをܾ定し

た。この時に単に定年年齢を引き上げるだけではなく、シχア層のै業員をؚめશै業員

の働き方から必ཁ性を考えάϧーϓ会社で働き方をมֵす΂くಉϓϩδΣΫτが進ߦし

た。౰ॳは定年ࣗମをഇࢭするという意ݟもあったが、まずは定年延長を実施し、それか

ら定年ഇࢭを議論するということになった。

（１）制度の֓ཁ

　ಉ社では、2011年まで60ࡀを定年とし、65ࡀまでの定年࠶雇用制度で運用していた。࠶

雇用後の௞ۚについては、在職࿝齢年ۚ制度によって、会社からڅࢧされる௞ۚがଟけれ

ば、࿝齢厚生年ۚからのֹݮが大きくなることから、௞ۚと࿝齢厚生年ۚを合ࢉしたֹが

おおΉͶ30ສԁఔ度になるように設計されていた。さらにಉ社には企業年ۚ制度もあり、
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以߱ࡀऴ的には、この企業年ۚと併ͤて֓Ͷ35ສԁఔ度になるようにされた。これは60࠷

に必ཁとされるҰൠ的な生活අが30ສԁఔ度であるとのࢉࢼからܾ定されたものである。

　これにより、ಉ社の定年࠶雇用後の月ֹ௞ۚは18ສԁに設定された。定年࠶雇用者から

は、「௞ۚਫ४が௿す͗る」「大ଔ৽ଔॳ೚څより௿௞ۚで働くことに఍߅を感͡る」とい

うෆฏෆຬも聞かれ、定年࠶雇用者の働く意ཉを͙࡟ことにもつながっていた。そこで「働

き方มֵ΁の௅ઓϓϩδΣΫτ」のίンηϓτである「公ਖ਼」について、定年࠶雇用者の

働き方や௞ۚについてൈ本的にվֵすることになった。

　2012年の定年延長に൐い、60ࡀ以߱も現状の௞ۚをҡ࣋することになると、૯ֹ人݅අ

の高ಅとϙスτෆ଍、؅理職ൺ率が上ঢすることになる。Ұ方、60ࡀ以߱の௞ֹۚݮにつ

いては、Ϟνϕーシϣンの大෯௿Լにもつながる。そこで、55ࡀから໾職定年制12を࠾用

し13、60ࡀ以߱のܹٸな௞ֹۚݮを๷͗、؇やかに௞ۚΧーϒがచݮしていくような௞ۚ

制度΁のվਖ਼をߦった。これにより、ै前の定年࠶雇用制度にൺして高年齢者の௞ۚਫ४

がҰ定のϨϕϧで֬อできるようになった。なお、定年ୀ職࠶雇用者にはݸผに໘ஊし、

12 ಉ社ではいΘΏる「໾職定年」を「໾ׂݟ௚し」とݺΜでいる。しかし、事実上は「໾職定年」とಉ
意であるため、ここでは「໾職定年」というจݴを࢖用している。

13 実ࡍはॳ؅ڃ理職は55ࡀ、தڃ以上の؅理職は58ࡀを໾職定年としている。தڃ以上の؅理職につい
ては、その୅ସが೉しいとの理༝から年齢に差を࣋たͤるようにしている。

ਤද̔ɹಇ͖ํมֵ΁ͷ௅ઓϓϩδΣΫτ

ग़ॴ：ಉ社「働き方มֵ΁の௅ઓϓϩδΣΫτ」ࢿྉより
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ೳྗ௿Լによっての௞ֹۚݮではないこと、ಉ社のଘଓҡ࣋のために必ཁな施策であるこ

と、後進育成の必ཁ性とそのྗڠґཔを人事୲౰者がஸೡにઆ໌している。

（２）ૣ期ୀ職༏۰制度の֦ॆ

　ಉ社では、定年制度延長ಋೖから̑年が経աした2017年に、ै業員のキャリアཱࣗࢧԉ

策のҰ؀として、ૣ期ୀ職༏۰制度の֦大をߦった。۩ମ的には、ׂ૿ୀ職ۚのߋなる૿

ֹとద用年齢層の֦ॆである。ただし、本制度はいΘΏる「リスτϥ」を推し進める制度

ではなく、あくまで社֎でキャリアをੵみたいというओମ的な考えを࣋つै業員にରする

ԉ策である。したがって、ಉ制度にਃし込Ήै業員数の目ඪ数஋を定めたり、意ਤ的にࢧ

制度ར用に௥い込Ήようなことはߦっていない。また、ر๬者にはస職ࢧԉαーϏスをఏ

ब職先の঺հ、ཤྺ書、職務経ྺ書の࠶、しܞίンαϧλンτ会社とఏࡐしている。人ڙ

書き方、໘઀ࢦಋなどをߦっている。ر๬者は、స職先がܾ定するまでܧଓしてಉαーϏ

スのఏڙをडけることができる。

（３）キャリア研म

　定年延長が実施され、会社在੶年数がこれまでよりも延長されることになり、ै業員が

いかにࣗ෼の将来を考え、ありたい࢟をࢥいඳき、会社内でೳྗを発شし業੷に寄与する

かがۃめてॏཁとなってきた。ಉ社では、制度的には年ޭ制度をॿ長するようなものはこ

れまでなかったが、人事制度の運用的には年ޭを׬શにഉআすることができなかった。ै

業員にも、Ұ定年齢になればࣗ෼も૬Ԡのϙスτにबくことができるとອવと考えている

者もগなからずଘ在していた。そこでಉ社は、これまでのै業員の年ޭ的制度をॿ長する

考えをҰ૟するため、2015年度より、40ࡀ時と53ࡀ時14の２ճ、「キャリア研म」をडߨ

することを必ਢとした。40ࡀでは、会社人生のંりฦし஍点になることから、後൒の働き

方、ࣗ෼のՁ஋؍をݟ௚すことが目的となっている。Ұ方53ࡀ時では、࢒り10年の働き方

と期待される働きのมԽ、एいੈ୅΁のٕೳ఻ঝ、มԽにରするରԠの必ཁ性については

年齢にؔ܎ないことなどを考えさͤる内容となっている。

　キャリアは会社が用意するものではなく、ࣗ෼で੾り開くものであるとの認識をさͤる

ことで、ࣗ෼のೳྗでどのように会社にݙߩするのか、ࣗ෼のҰ൪ྗが発شできる෼໺は

Կなのかについて֮ࣗし、年齢を意識することなく、த長期的なࣗ෼の働き方を設計し、

ࣗ෼らしい働き方を௥ٻさͤることを目的としている。

14 2017年度౰ॳは50ࡀ時に実施していたが、定年年齢の延長に൐い2019年度より53ࡀ時に実施すること
にมߋされた。
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以߱ࡀऴ的には、この企業年ۚと併ͤて֓Ͷ35ສԁఔ度になるようにされた。これは60࠷

に必ཁとされるҰൠ的な生活අが30ສԁఔ度であるとのࢉࢼからܾ定されたものである。

　これにより、ಉ社の定年࠶雇用後の月ֹ௞ۚは18ສԁに設定された。定年࠶雇用者から

は、「௞ۚਫ४が௿す͗る」「大ଔ৽ଔॳ೚څより௿௞ۚで働くことに఍߅を感͡る」とい

うෆฏෆຬも聞かれ、定年࠶雇用者の働く意ཉを͙࡟ことにもつながっていた。そこで「働

き方มֵ΁の௅ઓϓϩδΣΫτ」のίンηϓτである「公ਖ਼」について、定年࠶雇用者の

働き方や௞ۚについてൈ本的にվֵすることになった。

　2012年の定年延長に൐い、60ࡀ以߱も現状の௞ۚをҡ࣋することになると、૯ֹ人݅අ

の高ಅとϙスτෆ଍、؅理職ൺ率が上ঢすることになる。Ұ方、60ࡀ以߱の௞ֹۚݮにつ

いては、Ϟνϕーシϣンの大෯௿Լにもつながる。そこで、55ࡀから໾職定年制12を࠾用

し13、60ࡀ以߱のܹٸな௞ֹۚݮを๷͗、؇やかに௞ۚΧーϒがచݮしていくような௞ۚ

制度΁のվਖ਼をߦった。これにより、ै前の定年࠶雇用制度にൺして高年齢者の௞ۚਫ४

がҰ定のϨϕϧで֬อできるようになった。なお、定年ୀ職࠶雇用者にはݸผに໘ஊし、

12 ಉ社ではいΘΏる「໾職定年」を「໾ׂݟ௚し」とݺΜでいる。しかし、事実上は「໾職定年」とಉ
意であるため、ここでは「໾職定年」というจݴを࢖用している。

13 実ࡍはॳ؅ڃ理職は55ࡀ、தڃ以上の؅理職は58ࡀを໾職定年としている。தڃ以上の؅理職につい
ては、その୅ସが೉しいとの理༝から年齢に差を࣋たͤるようにしている。

ਤද̔ɹಇ͖ํมֵ΁ͷ௅ઓϓϩδΣΫτ

ग़ॴ：ಉ社「働き方มֵ΁の௅ઓϓϩδΣΫτ」ࢿྉより
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ೳྗ௿Լによっての௞ֹۚݮではないこと、ಉ社のଘଓҡ࣋のために必ཁな施策であるこ

と、後進育成の必ཁ性とそのྗڠґཔを人事୲౰者がஸೡにઆ໌している。

（２）ૣ期ୀ職༏۰制度の֦ॆ

　ಉ社では、定年制度延長ಋೖから̑年が経աした2017年に、ै業員のキャリアཱࣗࢧԉ

策のҰ؀として、ૣ期ୀ職༏۰制度の֦大をߦった。۩ମ的には、ׂ૿ୀ職ۚのߋなる૿

ֹとద用年齢層の֦ॆである。ただし、本制度はいΘΏる「リスτϥ」を推し進める制度

ではなく、あくまで社֎でキャリアをੵみたいというओମ的な考えを࣋つै業員にରする

ԉ策である。したがって、ಉ制度にਃし込Ήै業員数の目ඪ数஋を定めたり、意ਤ的にࢧ

制度ར用に௥い込Ήようなことはߦっていない。また、ر๬者にはస職ࢧԉαーϏスをఏ

ब職先の঺հ、ཤྺ書、職務経ྺ書の࠶、しܞίンαϧλンτ会社とఏࡐしている。人ڙ

書き方、໘઀ࢦಋなどをߦっている。ر๬者は、స職先がܾ定するまでܧଓしてಉαーϏ

スのఏڙをडけることができる。

（３）キャリア研म

　定年延長が実施され、会社在੶年数がこれまでよりも延長されることになり、ै業員が

いかにࣗ෼の将来を考え、ありたい࢟をࢥいඳき、会社内でೳྗを発شし業੷に寄与する

かがۃめてॏཁとなってきた。ಉ社では、制度的には年ޭ制度をॿ長するようなものはこ

れまでなかったが、人事制度の運用的には年ޭを׬શにഉআすることができなかった。ै

業員にも、Ұ定年齢になればࣗ෼も૬Ԡのϙスτにबくことができるとອવと考えている

者もগなからずଘ在していた。そこでಉ社は、これまでのै業員の年ޭ的制度をॿ長する

考えをҰ૟するため、2015年度より、40ࡀ時と53ࡀ時14の２ճ、「キャリア研म」をडߨ

することを必ਢとした。40ࡀでは、会社人生のંりฦし஍点になることから、後൒の働き

方、ࣗ෼のՁ஋؍をݟ௚すことが目的となっている。Ұ方53ࡀ時では、࢒り10年の働き方

と期待される働きのมԽ、एいੈ୅΁のٕೳ఻ঝ、มԽにରするରԠの必ཁ性については

年齢にؔ܎ないことなどを考えさͤる内容となっている。

　キャリアは会社が用意するものではなく、ࣗ෼で੾り開くものであるとの認識をさͤる

ことで、ࣗ෼のೳྗでどのように会社にݙߩするのか、ࣗ෼のҰ൪ྗが発شできる෼໺は

Կなのかについて֮ࣗし、年齢を意識することなく、த長期的なࣗ෼の働き方を設計し、

ࣗ෼らしい働き方を௥ٻさͤることを目的としている。

14 2017年度౰ॳは50ࡀ時に実施していたが、定年年齢の延長に൐い2019年度より53ࡀ時に実施すること
にมߋされた。
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ਤද̕ɹΩϟϦΞݚमͷ಺༰ʢࡀ��ʣ

ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成

ਤද��ɹΩϟϦΞݚमͷ಺༰ʢࡀ��ʣ

ग़ॴ：ಉ社ࢿྉよりච者࡞成

ᶚɽ:,,�"1 ࣾͷ՝୊ͱߋͳΔ্޲ʹΉ͚ͯ

　企業のҡ࣋・発展には、ࣗ૊৫にରして৴པや஧੣心を࣋ͪࣗݾのೳྗを৳長さͤ、ৗ

に૑଄性を࣋って業務にᬏ進する人ࡐを育成していくことがॏཁである。

　ै来のऴ਎雇用、年ޭংྻの日本的経営においては、ै 業員のキャリアύスはݻ定的で、

将来、ࣗ෼がどのようになるかは先ഐや上࢘をݟていれば༧ଌすることができた。そのた

め、企業としては、人ࡐ育成のج本的なύλーンを用意して、それにݟ合った研मを実施

し、職৔での経ݧをੵまͤることを考えて、ै業員Ұ人ͻとりに合ったキャリア開発ࢧԉ

を意識する必ཁ性は高くなかった。

　しかし、গࢠ高齢Խのதで労働ྗの֬อ、ফඅ者のᅂ޷มԽ΁のରԠなど、今ではଟ༷

10�

ダイバーシティの実践的研究（井上仁志・神谷篤史）

な人ࡐのそのೳྗを༗ޮに活用しなければ企業のҡ ・࣋発展が๬めなくなってきた。また、

ै業員のՈఉڥ؀も大きくมԽし、෉්ڞ働、ࢠのཆ育、਌のհޢなどをしながら労働し

なければならないという状況になってきている。さらに、障がい者のཱࣗの必ཁ性、定年

延長によるシχア層の働きߕ൹の૑଄などをߦいながら人ࡐをޮ果的に活躍さͤる必ཁ性

が生͡ている。しかも、これらはۓ٤の課題としてૣٸにରԠしなければならない事߲と

なっている。

　このようなதで、ಉ社の女性活躍推進、障がい者の雇用ଅ進、高齢者の活躍推進の֤施

策をݟてきた。

　１ສ人以上の企業であることから、ダイバーシティશൠについては、経営理೦にͮجき

Ұ؏した施策が展開されている。しかしながら、必ずしもै業員Ұ人ͻとりの状況に合っ

たものではないとこΖもある。

　そこで、ಉ社の３Χテΰリーについての課題と今後のߋなるվળ、向上に向けた内容を

検౼することとする。

（１）女性の活躍推進

　女性の活躍推進については、2019年に「女性が活躍する会社 B&45100ダイバーシティ

部門」で̐Ґにબばれるなど、実ߦ施策શମとしては૬౰のϨϕϧの内容となっている。

　؅理職ొ用にؔしては、キャリア開発ࢧԉϓϩάϥϜ、メンλー制度をಋೖしੵۃ的に

展開していることは、高くධՁできる。女性活躍推進で໰題となるのは、女性活躍推進法

によって女性؅理職の目ඪ஋をܾめたことから、その目ඪ஋をୡ成するためにϚネδメン

τに必ཁな業務؅理と人ࡐ育成にؔするೳྗを෇与・育成ͤず、؅理職にొ用してしまう

ことである。このようなことをするとొ用された女性ࣗ਎が೰み、؅理が上手くできない

ために部Լがやるؾをແくし૊৫運営が上手くいかなくなるという事৅が発生する。この

点でಉ社の施策は高くධՁできる。

　Ұ方で、ଞ社でもよく発生する事৅であるが、ಉ社では女性؅理職ొ用ϓϩάϥϜの内

容のݟ௚しがされていないために、経年とڞに形֚Խしてきている。ࢀՃ者の女性ै業員

からは、「いつまでこΜなことをଓけるのか」という意ݟもग़されている。

　このようにҰ定の成果がग़ている企業でも、人ࡐ育成のϓϩάϥϜについては、計ը・

実施・νΣοΫをߦい、࠷৽・࠷దの内容にஞ࣍վ定する必ཁがある。

３年生になるߍが小学ࢠ務まで࿈ଓしてۈԉについても育児休業から育児୹時ؒࢧཱ྆　

まで取ಘできる。さらに、育児時差ۈ務までؚめると小学６ߍ年生までと਌がؾにする小

学ߍ在学தはす΂てΧバーできる。ಛ質す΂きはஉ性の育児休業取ಘ率が49.2ˋとଞ企業
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な人ࡐのそのೳྗを༗ޮに活用しなければ企業のҡ ・࣋発展が๬めなくなってきた。また、

ै業員のՈఉڥ؀も大きくมԽし、෉්ڞ働、ࢠのཆ育、਌のհޢなどをしながら労働し

なければならないという状況になってきている。さらに、障がい者のཱࣗの必ཁ性、定年

延長によるシχア層の働きߕ൹の૑଄などをߦいながら人ࡐをޮ果的に活躍さͤる必ཁ性

が生͡ている。しかも、これらはۓ٤の課題としてૣٸにରԠしなければならない事߲と

なっている。

　このようなதで、ಉ社の女性活躍推進、障がい者の雇用ଅ進、高齢者の活躍推進の֤施

策をݟてきた。

　１ສ人以上の企業であることから、ダイバーシティશൠについては、経営理೦にͮجき

Ұ؏した施策が展開されている。しかしながら、必ずしもै業員Ұ人ͻとりの状況に合っ

たものではないとこΖもある。

　そこで、ಉ社の３Χテΰリーについての課題と今後のߋなるվળ、向上に向けた内容を

検౼することとする。

（１）女性の活躍推進

　女性の活躍推進については、2019年に「女性が活躍する会社 B&45100ダイバーシティ
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展開していることは、高くධՁできる。女性活躍推進で໰題となるのは、女性活躍推進法

によって女性؅理職の目ඪ஋をܾめたことから、その目ඪ஋をୡ成するためにϚネδメン

τに必ཁな業務؅理と人ࡐ育成にؔするೳྗを෇与・育成ͤず、؅理職にొ用してしまう

ことである。このようなことをするとొ用された女性ࣗ਎が೰み、؅理が上手くできない

ために部Լがやるؾをແくし૊৫運営が上手くいかなくなるという事৅が発生する。この

点でಉ社の施策は高くධՁできる。

　Ұ方で、ଞ社でもよく発生する事৅であるが、ಉ社では女性؅理職ొ用ϓϩάϥϜの内

容のݟ௚しがされていないために、経年とڞに形֚Խしてきている。ࢀՃ者の女性ै業員

からは、「いつまでこΜなことをଓけるのか」という意ݟもग़されている。

　このようにҰ定の成果がग़ている企業でも、人ࡐ育成のϓϩάϥϜについては、計ը・

実施・νΣοΫをߦい、࠷৽・࠷దの内容にஞ࣍վ定する必ཁがある。

３年生になるߍが小学ࢠ務まで࿈ଓしてۈԉについても育児休業から育児୹時ؒࢧཱ྆　

まで取ಘできる。さらに、育児時差ۈ務までؚめると小学６ߍ年生までと਌がؾにする小
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にൺ΂ずばൈけて高いことである。このような制度はنఔやϚχϡアϧとして֤企業とも

੔උしているが、ࡉかいことまで෼からない。ಉ社では制度をར用するै業員のみならず

その上࢘や職৔のメンバーまでもが理解できるようにΨイυϒοΫを࡞成して、ै業員શ

てが制度を理解できるようにしている点はධՁできる。ච者のҰ人がಉ༷のことをଞ企業

で実践し職৔から高いධՁをಘている15。

　キャリアࢧԉは؅理職ొ用には౰વॏཁであり、これについてはキャリア開発ࢧԉϓϩ

άϥϜとして֬実に実ߦされている。女性ै業員はϥイϑイϕンτのத心となるग़産・育

児期がࣗݾのೳྗを৳長するのに必ཁとされる20ࡀ୅後൒から30ࡀ୅の時期に౸来するこ

とからキャリア開発の大きな障害となっている。制度として休業を与えると育児にઐ೦で

きるが、その෼業務஌識はಘられず、業務を௨͡たϚネδメンτೳྗも৳長しない。

　そこで、ೖ社時からࣗ෼の将来のϥイϑキャリアとϫーΫキャリアをݟਾえたキャリア

時のキャリؼԉがॏཁとなる。そのため、ೖ社時、ೖ社３年目、育児休業前、職৔෮ࢧ

アࢧԉ制度のಋೖが๬まれる。女性ै業員にରしては単に研मػ会を෇与するとか、O+5

とশして業務経ݧをさͤるのみでは、༗ޮな育成はߦいにくい。女性ै業員が上࢘と૬ஊ

しながら本人がキャリアϏδϣンをඳき、上࢘がどのようなڭ育・܇࿅・業務経ݧをどの

λイϛンάで෇与していくかを೦಄に置きながら、職৔のத֩メンバーや人事部門とे෼

な検౼・調੔をߦい、育成方਑をܾ定してݸʑ人の状況を考ྀしながらண実に進めていく

必ཁがある。

　؅理職のొ用にؔしては、༷ʑなೳྗ開発の結果として、実現できるものである。؅理

職ϙスτがܾまっているதでその職Ґに࠷దなै業員をొ用することが、企業にとっても

ै業員にとってもͤ޾な結果になることを考えて、人的ࢿ本౤Լྔを૿大さͤていく必ཁ

がある。

（２）障がい者の雇用ଅ進

　ಉ社の障がい者雇用にؔしては、経営方਑の৿ྛ集ஂにより、障がい者をಛผѻいしな

いで݈ৗ者とಉ͡ように取りѻうため、職৔としての഑ྀはするがಛஈの施策は展開して

いない。

　ଟ༷性をその人のݸ性とଊえることから考えれば、ಛผѻいしないという経営方਑はૉ

੖らしいことである。また、障がい者の人ݖに഑ྀした施策とみることもできる。しかし、

現実に業務਱ߦをしなければならないのは現৔である。職৔を༬かる上࢘、Ұॹに࢓事を

するಉ྅からすると、まったく഑ྀをしないと業務運営にࢧ障を来すことになる。ಉ社で

15 井上仁志（2017）「（株）東京エネシスの女性活躍推進に向けた活動（１）」、p.67。
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も障がい者をडけೖれている職৔では、ମ調؅理、ೲ期؅理、ಉ྅΁の഑ྀなど༷ʑな課

題がある。

　৽نに障がい者を雇用するのには૬౰の時ؒとඅ用をཁし、必ずしもϚονンάしない

こともあるため、ೖ社後に後発した内部の障がい者にཔることで法定雇用率をΫリアーし

ようと考える企業もଟい。ಉ社もೖ社後の内部障がい者にཔっている。ಉ社在੶の障がい

者は現在高齢Խしてきているため、将来定年などによりその数がݮগすることがݒ೦され

ている。経営方਑とのؔ܎で݈ৗ者と΄΅ಉ༷に働くことができ、職৔にಛஈの޻෉がٻ

められないという点においては、ਫ਼神障がい者のडೖれになら͟るをಘないというのがಉ

社のಛ௃である。ਫ਼神障がい者をडけೖれる৔合でも౰વ職৔としては഑ྀが必ཁとなる。

　今後は、݈ৗ者とಉ༷の働き方や成果を期待するのではなく、౰֘障がい者の職務਱ߦ

ೳྗ、ۈ務Մೳな日時、ਫ਼神的ෛՙを検౼し、それに଱えうる࢓事を೚ͤる޻෉が必ཁで

ある。ಛにग़ۈ状態が҆定しないਫ਼神障がい者については、ෳ数人数でಉछの業務を೚ͤ

るなど、ܽۈした৔合にも影響が発生しにくい業務運営ମ制の構築などが必ཁである。

　もうҰつの大きな課題は、現৔が障がい者雇用΁の理解を示していない点である。݈ৗ

者も障がい者も、ࣗ෼のೳྗを࠷大ݶに生かし、企業の発展にݙߩしたいというࢥいはڞ

௨しているとࢥΘれるが、ݙߩができる方法はै業員֤人のೳྗಛ性によりҟなる。それ

は݈ৗ者ؒでもಉ༷であるため、ダイバーシティを活かした企業のҡ࣋・発展に向けて、

ै業員それͧれのಛ性を考ྀし、そのೳྗを࠷大ݶに発شできる職छにबかͤる必ཁがあ

る。

（３）高齢者の活躍推進

　前ड़した高齢者にؔする制度は、ଞ企業でもಋೖされている内容でಛ௃的なものはない。

。えば、Ұൠ企業でಋೖされているものはશて制度としてཱ֬しているݴにٯ

　このようなதで2019年̐月１日働き方վֵを推進するためのؔ܎法཯の੔උにؔする法

཯（以Լ「働き方վֵ法」という。）がஞ࣍施ߦされた。この働き方վֵ法は、労働時ؒ

法制のݟ௚しと雇用形態にؔΘらない公ਖ਼な待۰の֬อに෼かれており、雇用形態にؔΘ

らない公ਖ਼な待۰の֬อについては、௨ৗの労働者とඇਖ਼ن労働者との待۰のۉ౳Խ・ۉ

である。雇用形態にؔΘらない公ਖ਼な待۰の֬อは、֤企業がಋೖしている定ࢫԽがझߧ

年ୀ職後の࠶雇用制度をมߋしなければならない事߲をؚΜでいるためૣٸなରԠがٻめ

られている。

までの高年齢者ब業֬อા置（定ࡀから70ࡀに、高年齢者雇用҆定法のվਖ਼により、「65ߋ　

年年齢引上げ、ܧଓ雇用制度のಋೖ、定年ഇࢭ、労࢖でಉ意した上での雇用以֎のા置（ܧ
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で実践し職৔から高いධՁをಘている15。

　キャリアࢧԉは؅理職ొ用には౰વॏཁであり、これについてはキャリア開発ࢧԉϓϩ

άϥϜとして֬実に実ߦされている。女性ै業員はϥイϑイϕンτのத心となるग़産・育

児期がࣗݾのೳྗを৳長するのに必ཁとされる20ࡀ୅後൒から30ࡀ୅の時期に౸来するこ

とからキャリア開発の大きな障害となっている。制度として休業を与えると育児にઐ೦で

きるが、その෼業務஌識はಘられず、業務を௨͡たϚネδメンτೳྗも৳長しない。

　そこで、ೖ社時からࣗ෼の将来のϥイϑキャリアとϫーΫキャリアをݟਾえたキャリア

時のキャリؼԉがॏཁとなる。そのため、ೖ社時、ೖ社３年目、育児休業前、職৔෮ࢧ

アࢧԉ制度のಋೖが๬まれる。女性ै業員にରしては単に研मػ会を෇与するとか、O+5

とশして業務経ݧをさͤるのみでは、༗ޮな育成はߦいにくい。女性ै業員が上࢘と૬ஊ

しながら本人がキャリアϏδϣンをඳき、上࢘がどのようなڭ育・܇࿅・業務経ݧをどの

λイϛンάで෇与していくかを೦಄に置きながら、職৔のத֩メンバーや人事部門とे෼

な検౼・調੔をߦい、育成方਑をܾ定してݸʑ人の状況を考ྀしながらண実に進めていく

必ཁがある。

　؅理職のొ用にؔしては、༷ʑなೳྗ開発の結果として、実現できるものである。؅理

職ϙスτがܾまっているதでその職Ґに࠷దなै業員をొ用することが、企業にとっても

ै業員にとってもͤ޾な結果になることを考えて、人的ࢿ本౤Լྔを૿大さͤていく必ཁ

がある。

（２）障がい者の雇用ଅ進

　ಉ社の障がい者雇用にؔしては、経営方਑の৿ྛ集ஂにより、障がい者をಛผѻいしな

いで݈ৗ者とಉ͡ように取りѻうため、職৔としての഑ྀはするがಛஈの施策は展開して

いない。

　ଟ༷性をその人のݸ性とଊえることから考えれば、ಛผѻいしないという経営方਑はૉ

੖らしいことである。また、障がい者の人ݖに഑ྀした施策とみることもできる。しかし、

現実に業務਱ߦをしなければならないのは現৔である。職৔を༬かる上࢘、Ұॹに࢓事を

するಉ྅からすると、まったく഑ྀをしないと業務運営にࢧ障を来すことになる。ಉ社で

15 井上仁志（2017）「（株）東京エネシスの女性活躍推進に向けた活動（１）」、p.67。
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も障がい者をडけೖれている職৔では、ମ調؅理、ೲ期؅理、ಉ྅΁の഑ྀなど༷ʑな課

題がある。

　৽نに障がい者を雇用するのには૬౰の時ؒとඅ用をཁし、必ずしもϚονンάしない

こともあるため、ೖ社後に後発した内部の障がい者にཔることで法定雇用率をΫリアーし

ようと考える企業もଟい。ಉ社もೖ社後の内部障がい者にཔっている。ಉ社在੶の障がい

者は現在高齢Խしてきているため、将来定年などによりその数がݮগすることがݒ೦され

ている。経営方਑とのؔ܎で݈ৗ者と΄΅ಉ༷に働くことができ、職৔にಛஈの޻෉がٻ

められないという点においては、ਫ਼神障がい者のडೖれになら͟るをಘないというのがಉ
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ଓ的に業務ҕୗܖ໿する制度、社会ݙߩ活動にܧଓ的にै事できる制度）のಋೖのいずれ

か）をߨずること」が企業の౒ྗٛ務になった（令和３年̐月施ߦ）。

　ಉ社もこのようなྲྀれのதで制度の੔උはߦってきているが、੓෎の70ࡀまでの雇用延

長ཁ੥に൐い、究ۃの目ඪである定年ഇࢭをಋೖすることを検౼している。

　しかしながら、ܹٸなมԽに高齢者がै事する業務、ۈ務日・ۈ務時ؒなどॊೈな働き

方の構築、Կよりも働きߕ൹の૑଄について検౼が௥いつかなく、職৔のಉ྅や高齢者ࣗ

਎の意識も௥いついていない。また、本人がر๬するキャリアを実現さͤることができる

かについても、今のとこΖはその֬໿ができうる状態ではない。

　働き方がଟ༷Խするதで、企業としては、そのݯࢿについてબ୒と集தをߦい、ޮ率的

にճऩすることがٻめられる。企業はै業員にࣗ෼らしい生き方をٻめているのにରし、

ᶃそれをどこまで実現するϑィーϧυをఏڙす΂きか、ᶄそれがए手ै業員のϞνϕー

シϣンにどのように影響するのか、ᶅ現状の௞ۚମܥで労働生産性を向上さͤることがで

きるのか、などෳࡶଟ༷Խする課題にରし、今後、ଟذにΘたる検౼をしなければならない。

ᶛɽ͓ΘΓʹ

　企業にはଟछ・ଟ༷な人ࡐがおり、この人ࡐを上手くϚネδメンτし活躍さͤることが

できれば、その企業はݫしい経営ڥ؀のதでも֬実にҡ࣋・発展することができると考え

られる。　

　企業内で女性、障がい者、高齢者などଟ༷なଐ性と考えを࣋ったै業員が活躍できる؀

。められるٻを੔えることが৽時୅の経営にڥ

　そこで、女性、障がい者、高齢者の活躍推進の状況をಉ社のྗڠをಘて調査し、制度の

内容と課題について検౼をߦった。ダイバーシティの施策は企業͝とに༷ʑであり、ಉ社

の内容だけでݴい੾ることはできないが、ଟくのै業員を๊える企業でのৄࡉな調査はҰ

定の成果があると考えている。

　企業のダイバーシティ施策は、ର֎的なことをؾにして小手先の施策になる傾向がある。

ダイバーシティ施策は、ଞの人事施策とൺֱして、成果が数஋としてग़やすい傾向もある。

ྫえば、育児休業取ಘ率は、制度をมえれば必વ的にར用者が૿えるし、女性の؅理職ొ

用や、障がい者の࠾用人数についても、女性をొ用し、また障がい者を࠾用しさえすれば、

その数஋は上がる。ڭ育ϓϩάϥϜについても、実施しさえすれば、その実੷は数஋Խさ

れ、ର֎的にも理解されやすくなる。ର֎的に発৴される数஋のみがಠりาきし、その実

態については、あまりয点が౰てられていない。したがって、実ࡍに現৔でىきている໰
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題点について、あまり議論されないという状態が放置されてしまう傾向がある。

　ダイバーシティ施策について、本質ではなく建前で制度を設計してしまうと将来、企業

運営に大きく影響することが考えられる。育児休業制度についても、これ以上の休業延長

を認めるようになると、業務運営と本人のキャリア形成に影響することが考えられる。障

がい者雇用についても、法定雇用率をこれ以上引き上げても、単に数的な囲い込みを目的

とした雇用が発生し、それは必ずしも障がい者の職業生活の質的向上に寄与しないことも

考えられる。

　今後は小手先の議論や制度構築ではなく、性差や障がい、年齢を超えた職業生活の在り

方について議論しなければならない時期を迎えているのではないかと考えている。

　制度内容と社員意識調査、聞き取りの結果などについて、本稿で公開することに理解を

示していただいた YKK AP 株式会社の経営層および人事部門のメンバーには心より感謝

している。本稿がきっかけとなり、日本企業で真のダイバーシティ施策が展開されること

を期待している。

参考文献
井上仁志（2015）「女性活躍推進に向けた雇用の現状と課題―女性雇用の実態からの考察―」、大

阪産業大学経営論集、第16巻第２・３合併号。
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